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本研究では，復元力低下領域における構造物の動的応答特性の基本的な理解に向けて，振動中心軸の移

動（ドリフト）を伴う非線形ー自由度系の動的安定性に関する理論的および解析的検討を行った． 具体的

には，外力振動数に対するドリフト量の応答倍率を導出し，数値解析によりその妥当性を検証した．この

結果，応答倍率から算出される理論値を，解析により再現することができた．また，応答倍率から導かれ

るドリフト量外力振動数関係上の特異点において，応答が急激に片側に発散する傾向が確認された．そ

れにより，応答倍率における特異点のドリフト量が，構造物の動的安定性を考える上で重要な指標となり

得る可能性が示された．
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1. 背景

東北地方太平洋沖地震の発生を機に， 「設計基準外の

地震動が発生したとしても構造物が単体またはシステム

として脆弱的破壊とならないよう配慮するべき」という

危機耐性の概念が導入され刈今まで耐震設計で制御し

てきた範囲を超えた，不測の事態に対処するための配慮

が必要となっている．そのため，今まで耐震設計で照査

の対象とされていなかった，復元力低下領域での構造物

の動的応答特性についての更なる理解が必要であるとい

える．

現在，構造物の動的応答特性を検討する際は数値解析

を用いるのが一般的であり，荷重低下領域における構造

物の動的挙動を対象とした地震動解析は，これまでに数

多く実施されている．例えば中尾ら 2)は，限界状態 3に

至った RC橋脚の耐荷能力を評価するために，地震応答

解析により抵抗力の残存性を評価している．また中村ら3)

は，部材の靱「生率を向上させる内巻きスパイラル筋 RC

柱 4)を有する高架橋を対象とした地震応答解析を実施し

ている．さらに鈴木ら 5)は，鋼製箱型断面橋脚を対象に，

P-11効果による荷重低下を考慮した復元カモデルを構築

し，地震応答解析により鋼製橋脚の激震時挙動を検討し

ている．またNogamiら6)は，繰返し載荷による荷重低下

を考慮した RC部材の提案モデルに対して地震応答解析

を実施し， RC構造物の動的変形特性が地震動の継続時

間に依存することを明らかにしている．また Emadoddin

and Shahrokh7Jは，部材の耐力低下を考慮したFEMモデル

を用いた動的解析により，デッキ型 RCアーチ橋の地震

時挙動の検討を行っている． しかし，地震波を用いた数

値宵晰では結果が入力地震波の特性に依存するため，一

般性のある議論を行いにくいという側面がある．

一方で，ー自由度系という敢えて単純なモデルを用い

た理論的検討を行うことによって，構造物の動的応答を

定量的に評価することができ，復元力低下領域での構造

物の動的安定性への基本的な理解に繋がると考えられる．

そのような背景の中'Caughey8Jは一自由度系の非線形定

常応答に対して，応答倍率を用いた理論的検討を行って

いる．振幅が正負対称な強制調和外力に対する運動方程

式を考えることで，非線形ー自由度系の変位の応答倍率

を導出している．

ここで，運動方程式は動的な力のつり合いを表すため，

振幅が正負対称な強制調和外力が作用するとき，非線形
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図—1 二次剛性が正の場合の応答 (a) 応答変位が正負対称の履歴 (b) 応答変位が正負非対称の履歴

ー自由度系の復元力は正負対称となる．そのため，最大

点指向型バイリニアの履歴曲線を有する非線形ー自由度

系において，降伏後の骨格曲線の勾配（二次剛性）が正で

ある場合（図ー1)と負である場合（図-2)の二つのケースを

考えた場合，前者では変位に対して正負対称な定常応答

を示す履歴曲線が一意に決まるのに対して，後者では応

答変位が正負対称である履歴の他に，応答変位の振動中

心軸の片寄り（以降， 「ドリフト」とする）を伴う履歴が

発現すると考えられる．図—1 に示す二次剛性が正の履歴

に関しては Caughey8Jが，図-2(a)に示す二次剛性が負で

あり応答変位が正負対称の履歴に関しては，過去に

Capecchi and V estroni9110や著者ら 11)がそれぞれ理論的検討

を行っているが，これらの検討では非線形ー自由度系の

ドリフトは考慮されていない．

構造物のドリフトを取り上げた研究はこれまでにいく

つか実施されている．例えば後藤・家村 12)は，強震時に

おける構造物の応答変位の振動中心軸の移動量を定量的

に評価することによって構造物が破壊に至るまでの課程

を明らかにしているまた曽田・谷 13)は，弾塑性構造物

の動的応答特性の統計的評価に用いられてきた従来の等

価線形化法に対して，応答変位の履歴中心軸の移動を考

慮した改良を行った上で，定常および非定常な入力に対

する構造物の動的解析を実施しているまた Huangand 

Kuo14lは，静的持続術重下において周期励振を受ける完

全弾塑性履歴モデルの応答特性を検証しており，外力振

動数に応じて異なるタイプの履歴中心軸の移動を伴う定

常応答の予測を行っている．しかしながら，最大点指向

型バイリニアの履歴曲線を有する非線形ー自由度系に対

して，図-2(b)に示すような二次剛性が負であることに

起因するドリフトを取り扱った研究はこれまでに行われ

ていない．

以上の背景から，本研究では，構造物の動的安定性の

判断指標としてドリフトの度合いに培目し'Caugh吋や

Capecchi and V oouni.9110)による検討に応用することで導出し

た変位の応答倍率を用いて，非線形ー自由度系がドリフト

図—2 二次剛性が負の場合の応答

を伴って定常応答する際の動的安定性に関して考察を行う．

2. 非線形ー自由度系のドリフト量の応答倍率

(1) 応答変位が正負対称な非線形ー自由度に対する変

位の応答倍率

振幅が正負対称な強制調和外力に対する非線形ー自由度

系の運動方程式は，式(1)のように記述される．

mz + F(z) = A cos wt (1) 

ここに， tは時間， mは質点の質量， zは質点の変位，

F(z)は一自由度系の復元力， Aは外力の振幅， Wは外力

振動数である．そして Caughey8Jは， :i:t{l)を正規化した運

動方程式（式ね））に対して，図—1 に示すような応答変位

が正負対称である定常応答解を式(3)のように仮定する

ことで，非線形ー自由度系に対する変位の応答倍率であ

る改12)を導出している．

伽
2 

ぇ＋心f(x)=― cos wt (2) 
y 

X = X cos (wt + <p) (3) 

1 2冗

C(X) = - q(X cos 0) cos 0d0 (4) 

S(X)-:{: 『q(Xcos 0) sin 0d0 (5) 

z 
x=-

Zy 
(6) 

f(x) = 
F(xzy) 

Fy 
(7) 

O。
z Fy 
＝ 
mz 

(8) 
y 
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復元カ
f(x) 

変位の最大点が

初めて骨格曲線上の

負勾配領域に達する

妙
復元カ 図4 ドリフトを伴う定常応答解の仮定

図-3 振幅が正負対称な強制調和外力下でのドリフトの発

現（降伏後に復元力が一定となったのち骨格曲線が

負勾配となる場合）

y=-F y (9) 
A 

〇=wt+({J (10) 

w 
- = .0. (11) 
〇。

n'-¼{ccx)±厨｝ (12) 

ここに， Zyは弾塑性ばねの降伏点変位，氏は降伏点荷

重， W。は固有振動数， f(x)は一自由度系の復元力，り

は外力と変位の位相差， Xは応答の振幅， q(x)は履歴曲

線を表す関数である．なお，式(12)に示す応答倍率には，

外力比（降伏点荷重／外力の振幅）y, 骨格曲線の形状に関

する関数であるC(X)およびS(X)が含まれている．

またCapecchiand V, 迪面91JO)は，図—2(a) に示すような骨

格曲線に負勾配を有する非線形ー自由度系の定常応答に

対して理論的検討を行い，式(12)に示す応答倍率を拡張

するとともに，骨格曲線に負勾配を有する場合にのみ発

生する定常応答の不安定条件を導出している．著者ら 11)

は， Capecchi and V estroni9110lが導出した定常応答の不安定

条件を， RC部材のように降伏後に復元力が一定となっ

たのち骨格曲線が負勾配となる非線形ー自由度系に対し

て拡張し，その動的安定性についての理論的検討を行っ

ている．しかし,Capecchi and V estroni9110や著者ら 11)の既

往研究では，系が初めに仮定した定常応答を示さなくな

ることを不安定と定義して不安定条件を導出しており，

系の動的安定性を考える上では安全側に寄った議論とな

っているといえる．

(2) ドリフトを伴う非線形ー自由度系の変位の応答倍

率とドリフト量の応答倍率

式(2)に示す運動方程式は，動的な力のつり合いを表

すため，振幅が正負対称な強制調和外力が作用するとき，

非線形ー自由度系の復元力は正負対称となる．ここで，

RC部材のように，最大点指向型バイリニアの履歴曲線

を有し，降伏後に復元力が一定となったのち骨格曲線が

負勾配となる構造システムを考える（図-3). この構造シ

ステムが，正負対称の復元力を示しながら応答する場合，

片方の変位の最大点が初めて骨格曲線上の負勾配領域に

達したとき，他方の最大点は更新されないことがわかる．

すなわち，正負の変位の最大点が共に復元力低下領域に

位岡することはないため，応答変位に非対称性が生じ，

ドリフトを伴う変位応答が発現すると考えられる（図-3).

そこで本研究では，最大点指向型バイリニアの履歴曲線

を有し，降伏後に復元力が一定となったのち骨格曲線が

負勾配となる非線形ー自山度系に対し，復元力低下領域

において図4に示すような定常応答を考え，運動方程式
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図-5 ドリフト量Dの応答倍率

（式(2))に対する応答解を5:¥.(13)のように仮定する．

S(Xmax) = -~f 2冗q(Xcos 0 + D) sin 0d0 
1[ 

0゚ =wt+ <p 
w 
-= .0. 
0。

ll'~ ½{ C(Xma,)士 ~-S(Xm=)'} 

(18) 

(19) 

(20) 

(21) 

2
 

x = X cos (wt + <p) + D (13) 

ここで炉ま外力と変位の位相差， Xは応答の振幅， Dは

ドリフト量である．なお本検討では，非線形ー自由度系

の復元力は正負対称となり，かつ復元力低下が生じない

変形領域ではドリフトは発生しないと考えた．そのため，

非線形ー自由度系の変位の最大値Xmaxが，復元力低下

領域に存在する場合，変位の最小値Xminは，図中の点A

（履歴曲線上で復元力 =0となる点）と点B(復元力低下の

開始点）とを結ぶ直線上に位置すると考え，最大値Xmax

に対するXおよびDを式(15), 式(16)のように一意に定め

た．

Xmax = X + D 
1 

X = 2 [a(l -a)Xma/ + (1 + 2炉μ-a)Xmax 

-a{μ2(l + a) -μ} +μ] 

1 
D = 2[a(a -l)Xma/ + (1-2炉μ+a)Xmax 

+ a{μ2(l十 a)-μ}-μ] 

(14) 

(15) 

(16) 

なお，復元力低下が開始する点での変位を靭性点として，

靱性率μを用いて靱性点＝降伏点変位xμ と定義する．

また，復元力低下領域での骨格曲線の勾配を終局後勾配

aとする．

これらの式を用いて，本検討では Grugheyの検討を参

考にドリフトを伴う非線形ー自由度系の変位の応答倍率

（式(21))を導出した．

ここに， q(x)は履歴曲線を表す関数， C(Xmax)および

S(Xma)は骨格曲線の形状に関する関数である．

ここで，式(21)は外力振動数oと変位の最大値xmaxの

関係式であるが， xmaxが与えられると式(15), 式(16)を

用いて振幅Xおよびドリフト量Dは一意に求まるため，

任意のXmaxに対応するXを式(21)に代入して0を順次計

算することにより， Xmaxを媒介変数としてドリフト量

と外力振動数の関係（ドリフト量の応答倍率）を描くこと

ができる．例としてa=-0.05, μ= 2.0, y = 1.5の場

合のドリフト量の応答倍率を図-5に示す．ここで図-5よ

り， ドリフト量がゼロとなっている部分は，非線形ー自

由度系が復元力低下が発生しない変形領域で定常応答し

ているため， ドリフトが発生しないことを意味する．ま

た， nが0~0.4の範囲でドリフト量Dが0~4程度生じて

いる部分に関しては， 0rugh吋）の検討により導出された

不安定領域内に位置するため，現実には現れない解であ

ると考えられる．ここで， ドリフト量の応答倍率では，

外力振動数の微小な変化に対するドリフト址の変化量が

無限大となる点 (dD/d!l= 0となる点以降，特異点と

呼ぶ）が存在することがわかる．そこで本検討では，こ

の特異点が系の動的安定性の検討の上で重要な意味を持

ち得ると考え，数値解析により特異点近傍での非線形一

自由度系の定常応答の振動特性および動的安定性に関し

て検討した．なお，以降の検討では，特異点のドリフト

量をD此定義した．

3
 

ドリフトを伴う非線形ー自由度系の定常応答

に関する解析的検討

1 
C(XmaJ =~f2冗q(X cos 0 + D) cos 0d0 

゜
(17) 

(1) 本検討の概要

本章では， 2.(2)で導出した非線形ー自由度系のドリフ

卜量の応答倍率の妥当性を数値解析により検証する．ま

た， ドリフト量の応答倍率を用いて，非線形ー自由度系

の動的安定性に対する検討を行う．解析モデルは図5に

示した減衰のないー自由度モデルであり，質点に定常な

外力P= A cos wtを作用させ，系の定常応答を算定する．

ここで， mは質点の質量， Aは外力の振幅， Wは外力振

動数 tは時間である．また，下部の支点と上部の質点

を結ぶ弾塑性ばねには， RC部材のように降伏後に復元
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rx 

外力P=Acoswt
A: 外力の振幅

似外力振動数

t: 時間

図—4に示す復元力特性を
有する弾塑性ばね
(Fy/zy=l) 

図5 解析モデル
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力が一定になったのち負勾配となる骨格曲線を有する復

元カモデルを採用し，履歴モデルには最大点指向型バイ

リニアを用いたなお本検討では，質量m=1, 初期剛

性杓/zy= 1と設定することにより，固有振動数をW。=

1としているため， fl=wとなる．また動的応答解析で

は，平均加速度法により数値積分を行った．

(2) 数値解析解と理論解の比較

はじめに，終局後勾配a=-0.05, 靱性率μ=2.0, 

外力比y= 1.5の場合を例に，外力振批数をw= 1.0か

らw= 0.6まで緩やかに変化させた後，外力振動数を

w = 0.6で一定として，ー自山度系を定常応答させる数

値解析を行った．この時の変位の時刻歴応答を図—7 に示

す．また，図中の赤線はドリフト量Dの時刻歴応答を表

している．図7より，はじめはドリフトを伴わず変位に

対して正負対称な応答を示しているが， w = 0.874以

下となる領域に入ると外力振動数の低下に伴ってドリフ

卜量が増加し，外力振動数がw= 0.6で一定となった後

はD= 2.768のドリフト量を有する定常応答を示すこと

がわかる．

ここで，外力振動数を高周波側から低周波側に向けて

変化させた時に，ー自由度系に初めてドリフトが発生す

る時の外力振動数の理論解はw= 0.871であり， w=

0.6の時のドリフト量の理論解はD= 2.815であった．

よって， ドリフト量の数値解析解と理論解は概ね一致し

ていると判断できる．そのため， ドリフト量の応答倍率

を用いることで，外力振動数の変化に伴う非線形ー自由

度系のドリフト量の増大を理論的に表現できるといえる．

次に，終局後勾配a=-0.05, 靱性率μ=2.0, 外力

2
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Q 

図-8 解析値と理論値の比較

比y= 1.5という条件のもと，外力振動数oをパラメー

タとしてー自山度系を定常応答させる数値解析を行い，

その際に得られた定常応答のドリフト最を，図-5で示し

た理論解と比較したその結果を図-8に示す．図-8より，

各ケースにおいてドリフト量の数値解析解と理論解は概

ね一致していることがわかる．一方で'.0.が0~0.4の範

囲でドリフト量Dが0~4程度生じている部分は， 2.(2)で

述べたように現実には現れない解であると考えられ，実

際に数値解析においても応答解を得ることは出来なかっ

た．一方で'CaugheyやCapecchiand V estroniの研究におけ

る動的安定性に関する検討は，応答変位が正負対称の定

常応答を対象としているのに対し，本研究はドリフトを

伴う定常応答に関する検討を行っているため，安定性に

関しては必ずしも同様の議論が成り立つとは限らず，検

討の余地が残されていると考える．

また，図-8より特異点近傍まで解析解と理論解は概ね

一致したが， oをさらに漸減させると応答が急激に片側

に発散したため， ドリフト量がDsよりも大きくなる領

域で定常応答は得られなかった．ここでその一例として，

外力振動数w= 0.5187の定常入力下で応答している非

線形ー自由度系 (a=-0.05, μ= 2.0, y = 1.5)におい

て，応答が片側に発散する場合の時刻歴応答および復元

力変位関係を図9に示す．図中の赤線はドリフト量Dの

時刻歴応答を表している．図9(a)を見ると，定常な外

力を入力しているにも関わらず， ドリフト星が徐々に増

大し， ドリフト量がDsとなる近傍を境に応答が急激に

片側に発散する様子が見て取れる．また，図—9 (b)より，

ドリフト量の増大とともに復元力が低下し，やがて復元

力が 0となる様子が確認できる．

そこで，非線形ー自由度系の特異点近傍における応答

に関しての，より詳細な検討を次節にて行った．
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表—1 数値解析結果

(a) ケース 1

a D
 

-0.05 2.0 1.5 

w 

0.51873 

0.51872 

0.51871 

D

＿＿鸞一
x

8.629 

(b) ケース2

a D
 

-0.05 2.0 1.0 

w 

0.60614 

0.60613 

0.60612 

翡一
x

8

8

 

D

＿＿
 

8243 

(c) ケース 3

a D
 

-0.05 2.0 2.0 

w 

0.46319 

0.46318 

0.46317 

D ＝ 
8.439 

8.477 

X 

8.730 

(d) ケース4

a μ―
 

y-
D
 

-0.05 4.0 1.5 

w 

0.45083 

0.45082 

0.45081 

D ＝ 
7.460 

7.508 

X 

7.746 

(e) ケース 5

a D
 

-0.10 2.0 1.5 

w 

0.65343 

0.65342 

0.65341 

D ＝ 
4.220 

4261 

X 

4258 

1 -~ □ 0, a=-0.05, y=l.S, w=0.5187 
゜U-10 ca 

船乱一定常な外力を入力
16000 18000 20000 22000 24000 26000 28000 30000 

time(s) 

時刻歴応答(a) 

a
~
」
0
L
L

5

0

5

1

 

・

・

一

0

0

 

-20 -15 -10 -5 
displacement 

(b) 復元力変位関係

特異点近傍でのドリフトによる発散挙動

-25 

図-9

゜

(3) 特異点近傍での応答に関する検証

本節では，非線形ー自由度系の特異点近傍における応

答に関してより詳細な検討を行うため， a=-0.05, 

μ=  2.0, y = 1.5のケースを基準とした，外力のパラメ

ータおよび復元力特性の組み合わせの異なる複数のケー

スについて， ドリフト量の応答倍率における特異点近傍

での数値解析を実施する．各ケースにおいて，外力振動

数oを1X 10-5ずつ変化させながら，各外力振動数叫こ

おける応答が定常応答もしくは片側に発散するまで十分

な時間の解析を行っている．表—1 (a) から表—1 (e)に，各

ケースにおける復元力特性および外力のパラメータの組

み合わせ，外力振動数w,定常応答時のドリフト量解析

値Da, 特異点のドリフト量Ds, ドリフト藷の解析値と

特異点のドリフト量の比Da/Dsを示す．表には応答が発

散したoにおける結果と，そのoに近いものから 2点の

結果を示しており，応答が発散したケースに関しては，

Daおよび凡/D5の欄にX印を記している．また，表ー1

(a) から表—1 (e) に対応するドリフト量の時刻歴応答を図—

10 (a) から図—10 (e)に示す．図中には外力振動数の漸減
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w=0.51873- w=0.51872- w=0.51871 — Ds 
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＼
 

40000 ,6000 
t1me(s? 
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(a) ケース 1(a = -0.05, μ= 2.0, y = 1.5) 

w=0.60614- w=0.60613- w=0.60612ー Ds-
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a( 
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7.8 

20000 40000 _6000 
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(b) ケース2(a= -0.05, μ= 2.0, y = 1.0) 

100000 

w=0.46319―w=0.46318―w=0.46317ー Ds-
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40000 ,6000 
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(c) ケース 3(a= -0.05, μ= 2.0, y = 2.0) 

w=0.45083- w=0.45082-

。I~
w=0.45081-

100000 

Ds-

_6000 
t1me(s? 

80000 

{d) ケース 4(a= -0.05, μ= 4.0, y = 1.5) 

w=0.65343- w=0.65342- w=0.65341-

100000 

Ds-

6

000 

8
4
2
A
6
2
0
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4

4

 

A
 

40000 
得oe
 

60m 
ti 

80000 

(e) ケース 5(a= -0.10, μ= 2.0, y = 1.5) 

図—10 ドリフト量の時刻歴応答

100000 

が止まり，定常な外力を入力し始めた時刻から 100000s

までの範囲におけるドリフト量の変化を表しており，各

ケースに対するDsを併せて示している．これらの表お

よび図に示すように，定常な外力を入力しているにも関

わらず，やがてDs近傍を境に応答が片側に発散する様

子が確認できる．以上のように，全てのケースにおいて

特異点のドリフト量Dsを境に応答が急激に片側に発散

していく傾向が見られたことから， ドリフト贔の応答倍

率における特異点のドリフト量Dsが，非線形ー自由度

系の定常応答が発散するか否かを判別する指標となり得

る可能性が示されたといえる．

2.(1)でも述べたように,Capecchi and V estroni91 10や著者

らりの既往研究では，系が初めに仮定した定常応答を示

さなくなることを不安定と定義して不安定条件を導出し

ており，系の動的安定性を考える上では安全側に寄った

議論となっている．しかし本研究では，特異点のドリフ

卜量Dsを用いることで，非線形ー自由度系の定常応答

が発散するか否かを判別できる可能性を示していること

から，構造システムの危機耐性を評価する上で有益な情

報となり得る可能性があるといえる．

(4) 復元力特性および外力と特異点のドリフト量の関

係

本項では，復元力特性および外力が特異点のドリフト

量Dslこ及ぼす影響に関して検討を行う．終局後勾配a=

-0.05, 靱性率μ=2.0, 外力比y= 1.5のケースを基準

として， a,μ, Yのうち，いずれか一つのパラメータの

みをそれぞれ変化させた際の特異点のドリフト量の変化

を検証する．

a) 終局後勾配aに関するDsの変化

図 11(a)に， a = -0.05, μ=  2.0, y = 1.5のケース

を基準として，終局後勾配をa= -0.02, -0.05, -0.2, 

-0.5の4通りで変化させた場合のドリフト量Dの応答倍

率を示す．なお，図中の丸印はその応答倍率における特

異点を表している．図—11 (a)を見ると， aが低下する程

ドリフト発生時の応答倍率の勾配が急となり，より小さ

いドリフト最で特異点が発生していることが確認できる．

また，図—11 (b)に終局後勾配をa=-1.0~0の範囲でパ

ラメトリックに変化させた場合の特異点のドリフト量

Dsの変化を示す．図—11 (b)から， aの低下に伴いDsが減

少することにより，復元力低下領域において非線形ー自

由度系が定常応答を示す安定領域がより狭くなることが

わかる．

b) 靱性率μに関するDsの変化

図 12(a)に， a = -0.05, μ=  2.0, y = 1.5のケース

を基準として，靱性率をμ=1.0, 2.0, 6.0, 11.0の4通

りで変化させた場合のドリフト量Dの応答倍率を示す．

図—12 (a)を見ると，μの増加に伴い， Dsは減少すること
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(b) 特異点のドリフト量Dsの変化

図—11 終局後勾配aと特異点のドリフト量Dsの関係

(μ= 2.0, y = 1.5) 

が確認できる．ここで，μ=11.0のケースにおいて，

Dsがゼロとなる点を特異点とみなしているのは，その

点での応答倍率が不定となり， 2.(2)で述べた特異点と同

様の扱いができると考えたためである．また，図—12 {b) 

に靱性率をμ=1.0~11.0の範囲でパラメトリックに変

化させた場合の特異点のドリフト量Dsの変化を示す．

図 12{b)から，μの増大に伴いDsは単調に減少し，μ=

10.1以上でDs= 0となることがわかる．

ここで，靱性率が過大な場合にD5=0となる現象を数

値解析で再現するため，μ=11.0の場合に図—12 (a)に矢

印で示す経路で外力振動数oを変化させた場合の時刻歴

応答および履歴曲線を図—13 に示す．また，図中の赤線

はドリフト量Dの時刻歴応答を表している．図—13 (a)を

見ると，復元力低下が生じない領域では正負対称の変位

を保っていた応答が，復元力低下領域に入りドリフトが

発生した瞬間に急激に片側に発散する様子が確認できる．

10 

：三JI,,
Oen 5 

4 

3 

2 ! 
1 --' 

, (11.0,0) 

゜0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 
μ 

(b) 特異点のドリフト量Dsの変化

図—12 靱「生率μと特異点のドリフト量Dsの関係
(a= -0.05, y = 1.5) 

ドリフト発生と同時に発散(w=0.295)

モ20
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3
 

図—14 外力均と特異点のドリフト量Dsの関係

(a = -0.05, μ= 2.0) 

図 13(b)を見ても，復元力低下領域に入った瞬間に復元

力が急激に低下している様子がわかる． これらの結果

より，μが大きいほど非線形ー自由度系の復元力低下領

域において許容されるドリフト量が減少するため，復元

力低下領域における定常応答の安定性が低下すると考え

られる．これは，著者らが既往の研究 11)で理論的に明ら

かにしたように，靱性率μの値が大きいほど，復元力低

下領域における定常応答の安定性が低下することと同様

の現象である．これは，靱性率μの値が大きいほど，応

答が反転した後，他方の変位の最大点に向かう際の剛性

が小さくなること等が要因として考えられるが，その明

確なメカニズムを解明するには至らなかったそのため，

今後更なる検討が必要であるといえる．

c) 外力比y (降伏点荷重／外力の振幅）に関するDsの

変化

図—14 (a)に， a=-0.05, μ= 2.0, y = 1.5のケース

を基準として，外力比をy= 3.0, 2.75, 2.5, 2.0, 1.5, 

1.0, 0.5の 7通りで変化させた場合のドリフト量Dの応

答倍率を示す．また，図—14 {b)に外力比をy= 0.2~3.0 

の範囲でパラメトリックに変化させた場合の特異点のド

リフト量Ds の変化を示す．図—14 (a)を見ると， y=

3.0, 2.75のケースのように外力が小さい場合は，応答倍

率が上下で分離することがわかる．しかし，理論的には

各nにおいて応答解は2つ算出されるが，解析において

は特異点のドリフト量を境に応答は発散するため， 2つ

の理論解のうちドリフト量Dが大きい方の解は現れない

と考えられる．さらに， y= 3.0に至ってはdD/d.Q= 0 

となる点が存在せず，応答倍率が外力振動数に対して常

に有限の値の勾配を持つため，特異点は存在しないま

た，外力比をパラメトリックに変化させた数値解析によ

り，外力比がy= 2.83よりも大きい範囲では特異点は

確認されなかった（図ー14{b)). 外力が小さいケースでは

応答倍率上の特異点が存在しなくなることにより，非線

形ー自由度系の応答が片側に発散しなくなるため，安定

性は向上すると考えられる．

一方で， y= 1.91以上の場合は， Yの増大（外力の振

幅Aの減少）に伴ってDsが減少することがわかる．一般

的に，外力の振幅Aが増大すると，構造物の応答は大き

くなるため，構造物の安定性は低下すると考えられる．

しかしながら， y= 1.91以上の場合における， yの増大

に伴うDsの減少は，その構造システムの安定のために

許容されるドリフト量Dの上限が低下することを表すた

め，外力の振幅Aの減少に伴ってドリフトした構造物の

安定性が低下していることを意味する．

そこで， ドリフト量の応答倍率が示した上記の現象の

再現を行うため， Dsが最大となるy= 1.91と， Aの減

少(yの増大）に伴いDsが減少する領域内に存在するy=

2.4のケースに対して特異点近傍における数値解析を実

施し，得られた解析結果を比較した.3.(2)と同様に，外

力振動数0を1X 10-5ずつ変化させながら，各外力振動

数叫こおける応答が定常応答もしくは片側に発散するま

で十分な時間の解析を行った．表—2 (a) および表—2 {b)に，

各ケースでの外力振動数w,定常応答時のドリフト量解

析値Da, 特異点のドリフト量Ds, ドリフト量の解析値

と特異点のドリフト量の比DafDsを示す．表には応答が

発散した叫こおける結果と，そのWに近いものから 2点

の結呆を示している．また，表2(a)および表2{b)に対

応するドリフト量の時刻歴応答を図—15 (a), 図—15 (b)に

示す．これらの表および図に示すように， y= 2.4では

Da = 8.181を最後に応答が発散しているのに対し， y=

1.91では凡=8.495まで安定した応答を示している．

すなわち， y= 2.4で応答が発散しているドリフト量と

同様のD叶こおいても， y= 1.91では発散することなく

定常応答を示していることから，復元力低下領域におけ
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表—2 数値解析結果

(a) y = 1.91の場合

a μ y I w Da Ds 

0.47129 8.460 

-0.05 2.0 1.91 I 0.47128 8.495 8.735 

0.47127 X 

(b) y = 2.4の場合

a D
 

-0.05 2.0 2.4 

w 

0.43077 

0.43076 

0.43075 

9
ー

D
-
＿m-
門

8.524 

w=0.47129 - w=0.47128―w=0.47127-

。［三／
Ds-

＝ 
(a) r = 1.91の場合

80000 

w=0.43077- w=0.43076- w=0.43075一
-8 

-8.2、

100000 

Ds-

-8.4 

゜-8.6 -8.8 

-9 
20000 口40000 ,6000 

t1me(s? 
80000 

(b) y = 2.4の場合

図—15 ドリフト量の時刻歴応答

100000 

る定常応答の安定性がより優れているといえる．

よって，理論的な検討と解析的な検討の両面から，

y = 1.91以上の場合において，外力の振幅Aの減少に伴

ってDsが減少することが示された．しかしながら，本

研究では， Aの減少に伴ってドリフトした構造物の安定

性が低下するメカニズムを解明するには至らなかった．

そのため，今後更なる検討を行っていく必要があるとい

える．

4. まとめ

本研究では，単純なモデルを用いた検討を行うことで，

復元力低下領域における構造物の動的安定性の基本的な

理解に繋がるという考えのもと，振動中心軸の移動量

（ドリフト）に着目した，非線形ー自由度系の動的安定性

に関する検討を行った．以下に本研究で得られた知見を

示す．

• 骨格曲線に負勾配を有する非線形ー自由度系に対

して， ドリフトを伴う定常応答解を仮定すること

により，振幅が正負対称な強制調和外力が作用す

る際の外力振動数に対するドリフト量の応答倍率

を導出した．

• 導出したドリフト量の応答倍率に現れる定常応答

に関して，数値解析を用いた検討を行った結果，

外力振動数の微小な変化に対するドリフト量の変

化量が無限大となる特異点において，応答が急激

に片側に発散する傾向が確認された．それにより，

ドリフト量の応答倍率における特異点のドリフト

量が，非線形ー自由度系の定常応答がドリフトに

より発散するか否かを判別する指標となり得るこ

とがわかった．

• 復元力特性の変化に対する特異点のドリフト量の

変化を検証した結果，靱性率の増加および終局後

勾配の低下に伴い特異点のドリフト量が減少する

ことがわかった．特に靱性率が過大の場合，特異

点のドリフト量がゼロになることが理論的に示さ

れた．また，数値解析において変位が復元力低下

領域に達した瞬間に応答が急激に片側に発散する

様子が確認された．

• ドリフト量の応答倍率に対し，外力の変化に対す

る特異点のドリフト蘊の変化を検証した結果，外

カの減少に伴って特異点のドリフト呈が減少する

領域が存在することを理論的に示したまた，外

カの増大に伴って特異点のドリフト量が大きくな

る現象を数値解析で再現することができた．

以上の検討より，非線形ー自由度系に対して導出した

ドリフト量の応答倍率上の特異点が，構造物の動的安定

性を考える上で重要な指標となり得る可能性が示された．
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DYNAMIC STABILITY OF NONLINEAR SDOF SYSTEMS 
FOCUSING ON THE MOVEMENT OF OSCILLATION CENTER AXIS 

Ibuki A Y ASHIRO, Keita UEMURA and Y oshikazu TAKAHASHI 

In this study, the dynamic stability of nonlinear single-degree-of-freedom systems with the movement of 

oscillation center axis (drift) is theoretically and analytically investigated to understand basic dynamic re-

sponse characteristics of structures in the region of reduced restoring force. Specifically, The response 

magnification factor of the drift to forced frequency is derived and validated by numerical analysis. As a 

result, the theoretical value calculated from the response magnification factor was reproduced by the anal-

ysis. In addition, it was confirmed that the response diverges to one side rapidly at the singularity on the 

drift-frequency relation derived from the response magnification factor. Thereby it was suggested that the 

amount of drift on the singularity may be an important indicator for the dynamic stability of structure sys-

tems. 
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